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コード

政策体系
(中項目)

政策体系
コード

事務事業数

74

特定分野別
計画

SDGs 総合判定

予算額
（千円） Ｒ５ Ｒ４ Ｒ３

施策目標

現状と
課題

前年度二次
評価意見

対応状況

<主な取組>

今年度の
取組

実績と
成果

参考HP①

参考HP②

参考HP③

関連重点
戦略計画等

知事公約、北海道創生総合戦略、北海道強靱化計画、ゼロカーボン北海道推進計画

（防災・減災対策の推進）
強靱な北海道づくりに資するインフラ整備を実施。
・洪水等から地域を守る河川整備等を推進する。
・土砂災害から地域を守る砂防関係施設の整備等を推進する。
・高潮、波浪、津波等から地域を守る海岸保全施設整備等を推進する。
・緊急輸送道路上等における橋梁の耐震補強を推進する。

（防災・減災対策の推進）
・国や道、市町村など、流域のあらゆる関係者が実施する治水対策をとりまとめ、推進する協議会の開催な
どにより､市町村と連携した活動や情報を共有する場を設けるなどの環境整備を図り、防災・減災の取組をよ
り円滑に進めた。
・砂防関係施設の整備等を推進し、土砂災害に対する耐災害性を向上させた。
・国の社会資本整備総合交付金等を活用し、護岸や離岸堤等の海岸保全施設の整備を進めた結果、高潮、波
浪、津波等による被害が予測される人家戸数を減少させる成果が得られた。
・国からの社会資本整備総合交付金を活用し、釧路環状線（釧路市）平成橋等の耐震補強を行い、緊急輸送
道路上等の橋梁の耐震化率を向上させた。

156,759,397千円 159,090,903千円 129,189,926千円

集中豪雨や豪雪、地震、津波等の自然災害に対応するため、公共土木施設の総合的な防災･減災対策を推進
し、耐災害性を向上させることにより、住民の生命・財産を守り、国土の保全を図る。

（防災・減災対策の推進）
太平洋沖における大規模な地震･津波の発生、火山噴火や豪雨･豪雪などの様々な自然災害が発生しているな
ど、災害リスクの高まりや災害発生時の被害の甚大化が懸念されることから、防災・減災に資する社会資本
の整備を推進し、北海道の強靱化を図る必要がある。

新・ほっかいどう社会資本整備の重点化方針、北海道　新広域道路交通ビジョン・計画

令和５年度　基本評価調書
維持管理防災課、道路課、河川

砂防課、都市環境課

大規模自然災害対策の推進 0806

強靱な北海道づくりとバックアップ機能の発揮 1(7)A

概ね順調



<指標分析>　⇒成果指標は、原則、取組項目ごとに１つ以上、全体で５つ以下とする

増加 ％ R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 - 59.0 64.9 70.9

実績値 - 59.0 60.0

指標公表時期

増加 万戸 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 2.55 2.63 2.7 2.8

実績値 2.55 2.65 2.69

指標公表時期

増加 ％ R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 82.0 100.0 100.0 100.0

実績値 82.9 98.3 99.5

指標公表時期

減少 万戸 R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 － 3.76 3.74 3.73

実績値 － 3.75 3.74

指標公表時期

増加 ％ R2年度 R3年度 R4年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値 3.0 8.8 11.2 33.0

実績値 3.1 9.5 11.8

設定理由

指標公表時期 出典（根拠計画等）

緊急輸送道路上等の橋梁における耐震補強の取組状況を測る指標であり、橋梁の耐震化の成果を測る指標と
して設定。

設定理由
海岸保全施設整備を推進することで高潮、波浪、津波等による被害が予測される人家戸数を測る指標であ
り、高潮、波浪、津波対策の成果を測る指標として設定。

毎年調査、３月頃公表（強靱化APとして） 北海道総合計画　北海道建設部調べ

分析（主な取組と成果）

地域住民や関係機関の理解を得ながら事業を進捗させた結果、海岸保全施設整備により高潮等による被害が予測される人
家戸数の減少といった成果があった。

指標名⑤

緊急輸送道路上等の橋梁の耐震化
率（道道）

105.4% Ａ

設定理由
砂防設備等の整備を推進することで土砂災害から保全される人家戸数を測る指標であり、土砂災害対策の成
果を測る指標として設定。

設定理由 土砂災害警戒区域等の指定を推進する上で、指定率を測る指標として設定。

毎年調査、３月頃公表（強靱化APとして） 出典（根拠計画等） 北海道強靱化計画　北海道建設部調べ

分析（主な取組と成果）

近年の社会情勢により、資材の調達に不測の日数を要したなどで、想定より成果を上げることができなかったが、土砂災
害から住民の生命や財産を保全するため、砂防設備等の整備を進めているところであり、今後も引き続き施設整備を進め
る。

指標名③

分析（主な取組と成果）

国からの社会資本整備総合交付金を活用し、釧路環状線（釧路市）平成橋等の耐震補強を行い、緊急輸送道路上等の橋梁
の耐震化率を向上させた。

計画の変更及び事業評価時 出典（根拠計画等） 社会資本総合整備計画等

分析（主な取組と成果）

R3指定完了を目指していたが、地元調整などに時間を要したことにより一部未指定のため、引き続き指定完了に向けて取
組を推進する。

指標名④

高潮、高波、津波等による被害が
予測される人家戸数

100.0% Ａ

土砂災害警戒区域の指定率 99.5% Ｂ

毎年調査、３月頃公表（強靱化APとして） 出典（根拠計画等） 北海道強靱化計画　北海道建設部調べ

分析（主な取組と成果）

設定理由
河川整備が必要な区間のうち、洪水等への対応が必要な河川の整備が完了した割合を表す数値であり、洪水
対策の成果を測る指標として設定。

毎年調査、３月頃公表（強靱化APとして） 出典（根拠計画等） 北海道強靱化計画　北海道建設部調べ

令和5年度 基本評価調書

指標名①

【1(7)A_0806】大規模自然災害対策の推進

洪水等に対応した河川の整備率 92.4% Ｂ

橋梁等の構造物の施工や地元調整により指標が横ばいとなり、河川の整備延長について想定より成果をあげることができ
なかったが、R4に豊栄川の遊水地が完成する等、河川整備が必要な区間のうち、洪水等への対応が必要な一定規模の流下
能力を有する施設の整備を進めており、今後も引き続き進捗を図る。

指標名②

土砂災害から保全される人家戸数 99.6% Ｂ



令和5年度 基本評価調書 【1(7)A_0806】大規模自然災害対策の推進

<取組分析（連携状況、緊急性・優先性）>

<取組分析（その他の統計数値等）>

b

（課題）
9つの常時観測火山において、火山噴火緊急減災対策計画を策定しているものの、緊急対策用資材の制作・配備など未対
策の火山もあることから、早期に対策に取り組む必要がある。

（課題）

（課題）

統計数値等③ 過年度① 過年度② 最新年度

分析等

（分析等）

分析等

（分析等）

分析等

（分析等）
緊急対策の実行性を向上させるため、火山減災行動ワーキンググループを設置していることから、迅速かつ
効果的な対策検討が急務である。

統計数値等② 過年度① 過年度② 最新年度

過年度② 最新年度

火山噴火緊急減災対策計画に基づく緊急対策用資材
の制作・配備など対策に着手した火山数（累計）

連携状況

（課題）
・公共施設に関する防災・減災対策は土木施設や建築物など多岐にわたり、関係課が連携して効率的、効果的に推
進する必要がある。
・海岸保全施設整備等にあたっては、地域住民や関係機関からの理解・連携が必要となる。

（取組）
・建設部と教育庁、総務部、総合政策部、保健福祉部、農政部及び水産林務部からなる「災害に強いまちづくり検討
会議」を開催し、防災・減災対策における情報共有等を実施。
・河川等の整備にあたっては、流域に関わるあらゆる関係者が実施する治水対策をとりまとめ、協議会を開催し、取
組を共有。
・海岸保全施設整備等にあたっては、流域に関わるあらゆる関係者が実施する治水対策をとりまとめ、推進する協議
会を開催し、海岸事業の取組を共有する。

緊急性
優先性

（課題）
・気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害に対し、防災・減災、国土強靱化のさらなる推進により、早急に道
民の安全・安心の確保等を図る必要がある。
・気候変動の影響などによる豪雨や日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震などが懸念され、強靱な国土の形成に向
け、防災・減災対策を進める必要がある。
・国の地震調査研究推進本部では、３０年以内に震度６弱以上の揺れが起きる確率が根室８０％、釧路７１％となって
おり、地震・津波対策が急務となっている。
・自然災害に備え、道路における脆弱性解消の取組を推進する必要がある。

（取組）
・防災・減災、国土強靱化の推進、交付金制度の創設や財政支援の充実・強化、各種整備予算の確保などについて、
国に対し要望を実施。（R5年8月、11月（予定））
・「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の予算を活用し、道路の防災・減災対策を推進。

□ 成果指標で課題への対応を説明済

常時観測火山9箇所の内、4箇所着手済み
（R5.3.31時点）

統計数値等① 過年度①



令和5年度 基本評価調書 【1(7)A_0806】大規模自然災害対策の推進

<総合判定>

○

○

ｂ

※ 成果指標の指標判定が「Ｄ」の指標

対応方針番号

①

②

③

<二次政策評価>

二次政策
評価

 （　　　－　　　）

指 標 判 定
総 合
判 定

概ね順調緊急性・優先性

その他の統計数値等

Ｂ

連 携 状 況

翌年度に
向けた

対応方針

内容

国からの社会資本整備総合交付金や国の個別補助制度を活用し、引き続き防災・減災対策を推進
する。

情報共有のための協議会の開催、必要な予算の確保に向けて要望活動などの取組を推進する。



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

0301 一般 公物管理パトロール費
・道路法、河川法等の法律の適用を受ける公物等を適切に管理
する巡視等のパトロール業務に取り組んでいる

維持管理防
災課

0 1,490,357 1,490,357 1.0 0.0 1.0 1,498,197

0302 0810 事務 維持管理防災課総合調整等業務
・課の庶務に関すること、国庫補助事業の交付申請から完了まで
の事務処理、各種検査、議会対応、文書管理、管理・監督事務及
び許認可事務等市町村交付金事務

維持管理防
災課

0 0 0 6.5 0.0 6.5 50,960

0303 事務 防災体制強化に向けた取り組み
・異常気象など災害時における道と北海道開発局、札幌管区気
象台等との情報の共有化や災害時の防災対応を円滑に行うた
め、組織防災体制や防災研修等、防災力強化の充実を図る

維持管理防
災課

0 0 0 2.0 0.0 2.0 15,680

0304 事務 津波防災地域づくりに関する事務
・津波防災地域づくりを総合的に推進するため、津波浸水想定の
設定、推進計画に関する市町村支援や、道民に対し津波防災の
啓発などを行う

維持管理防
災課

0 0 0 2.5 1.0 3.5 27,440

0305 事務
「災害に強いまちづくり検討会議」に関
する事務

・「災害に強いまちづくり検討会議」の運営及び関係課との連絡調
整に関する事務

維持管理防
災課

0 0 0 1.5 0.0 1.5 11,760

0306 事務
災害時における自治体相互応援体制
整備に関する事務

・大規模災害に備え、自治体相互の応援が円滑・迅速に出来るよ
う訓練や研修を実施するなど体制の充実を図る

維持管理防
災課

0 0 0 1.1 0.0 1.1 8,624

0307 事務
災害に強いまちづくり情報室に関する
事務

・住民や企業、各種団体に、災害に強いまちづくりに関連する公
共施設に関する情報提供を行う

維持管理防
災課

0 0 0 0.4 0.0 0.4 3,136

0308 一般 土木関係機械処理費
・道路、河川等の公物管理に関する情報を一元的に管理し、利用
するシステムを運用

維持管理防
災課

0 8,200 8,200 0.6 0.0 0.6 12,904

0309 義務費 道路賠償責任保険料
・道路管理者として、道路の設置管理瑕疵責任に対して適正に対
処し、被害者救済の見地から示談交渉を迅速に行うため、道路賠
償責任保険に加入

維持管理防
災課

0 14,240 14,240 1.2 0.0 1.2 23,648

0311 投資的経費A 道路交通安全施設費
・安全な道路交通の確保のため、交差点改良や歩行空間のバリ
アフリー化、歩道・自転車歩行車道の整備等に取り組んでいる

維持管理防
災課

0 731,500 731,500 0.2 3.9 4.1 763,644

0312 投資的経費A 道路除雪事業費
・冬季道路交通の確保を図るため、車道除雪、歩道除雪、運搬排
雪、凍結防止剤・砂等の散布等に取り組んでいる

維持管理防
災課

0 12,609,220 4,633,400 2.6 64.0 66.6 13,131,364

0313 投資的経費A 積雪寒冷地域機械整備費
・除排雪の円滑な実施を図るため、除排雪機械の更新や、凍結
防止剤散布車の増強等に取り組んでいる。

維持管理防
災課

0 2,130,000 71,000 1.2 29.4 30.6 2,369,904

0314 投資的経費A 道路維持補修費
・道路を常に良好な状態に保ち、安全かつ円滑な交通の確保に
努め、住民ニーズに対応した道路の維持管理を推進

維持管理防
災課

0 6,661,595 6,661,595 1.8 43.3 45.1 7,015,179

0315 投資的経費A みどり豊かな道づくり事業
・街路樹の整備を行い、環境に配慮した道づくりを行うことを目的
として、立ち枯れ等に対応した植栽管理に取り組んでいる。

維持管理防
災課

0 40,240 4,650 0.1 0.2 0.3 42,592

0316 投資的経費A 道路敷地調査費
・道路法に義務づけられた道路台帳の整備に取り組むとともに、
不用物件（廃道敷地）の事務処理を実施

維持管理防
災課

0 128,300 128,300 0.3 14.5 14.8 244,332

0317 一般 道路管理事務費
・道路法の規定に基づき、路線認定、区域の決定、占用許可等の
事務を適正に行うための経費

維持管理防
災課

0 904 904 2.4 3.4 5.8 46,376

0318 事務 道路管理に係る許認可事務 ・道路法に基づく道道の管理に係る許認可事務
維持管理防
災課

0 0 0 1.3 67.7 69.0 540,960

0319 事務 河川管理に係る許認可事務 ・河川法に基づく河川の管理に係る許認可事務
維持管理防
災課

0 0 0 7.9 39.1 47.0 368,480

0320 一般 河川管理事務費
・道管理河川に係る河川法に基づく許認可等の管理事務及び国
有財産法に基づく国有財産管理事務に要する経費

維持管理防
災課

0 1,509 884 0.4 1.7 2.1 17,973

令和5年度　事務事業評価調書 大規模自然災害対策の推進 0806

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名
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0321 維持費
河川情報システム運営費(施設等維持
費)

・水位計、雨量計、無線中継局などの維持管理に係る点検補修
費、NTT回線料等

維持管理防
災課

0 220,391 220,391 0.1 0.0 0.1 221,175

0322 維持費
排水機場等維持運営費(施設等維持
費)

・内水を排除するポンプ施設を備えた排水機場の維持管理に係
る点検補修費、電気代、燃料代等

維持管理防
災課

0 69,510 69,510 0.1 0.0 0.1 70,294

0323 投資的経費A
河川環境維持補修費
河川改修費

・堤防や護岸など、これまで整備を進めてきた河川及び河川管理
施設を適正に維持管理することにより、治水、利水の機能保持
や、良好な河川環境の保全を図る

維持管理防
災課

0 1,572,633 1,572,633 1.0 14.4 15.4 1,693,369

0325
0803
0810

投資的経費A 堰堤改良事業費
・ダム本体及び付帯施設、周辺地山並びに貯水池周辺の安全を
確保し、諸施設の機能を充分発揮されるよう維持管理施設の改
良等を行う

維持管理防
災課

1,582,522 391,336 24,650 0.3 0.4 0.7 396,824

0326
0803
0810

投資的経費A ダム総合流域防災事業費
・ダムの監視制御装置などを対象にした情報処理設備及びテレ
メーターや無線装置を対象にした通信設備を改良し、ダム情報を
監視できるようにするとともに平常時の施設管理の充実等を図る

維持管理防
災課

20,400 0 0 0.1 0.1 0.2 1,568

0328 一般 ダム管理費(一般施策)
・ダム本体、通信・管理設備及び貯水池周辺設備など、完成した
ダム及び付帯設備を適切に管理することにより、治水、利水の機
能保持や良好な河川環境の保全を図る

維持管理防
災課

0 36,291 5,085 0.1 1.5 1.6 48,835

0329 維持費 ダム管理費(施設等維持費)
・ダム本体、通信・管理設備及び貯水池周辺設備など、完成した
ダム及び付帯設備を適切に管理することにより、治水、利水の機
能保持や良好な河川環境の保全を図る

維持管理防
災課

0 368,823 224,320 0.2 6.3 6.5 419,783

0330 義務費 ダム管理費(義務的経費)
・道が管理するダムの電力料収入について、ダム管理費用の負
担割合に応じた利水者への配分金

維持管理防
災課

0 11,954 11,954 0.1 0.0 0.1 12,738

0331 投資的経費A 河川区域調査費
・道が管理する河川の官民境界、河川管理施設の現況及び河川
の使用状況等を明確にするための費用

維持管理防
災課

0 41,100 41,100 0.2 0.2 0.4 44,236

0333 投資的経費A

砂防事業費(単独)
(火山砂防事業費)
(火山噴火警戒避難対策事業費)
(急傾斜地崩壊防止事業費)

・砂防・地すべり・急傾斜等の施設の補修・維持管理
維持管理防
災課

0 155,997 155,997 0.1 1.8 1.9 170,893

0334 一般
砂防海岸管理費
(砂防管理事務費)

・砂防指定地・地すべり防止区域・急傾斜地崩壊防止区域の管理
事務

維持管理防
災課

0 207 207 1.2 4.2 5.4 42,543

0335 一般
砂防海岸管理費
(海岸管理事務費)

・海岸保全区域の指定、占用許可等の事務
維持管理防
災課

0 171 171 1.3 4.6 5.9 46,427

0336 投資的経費A 海岸保全区域測量費 ・海岸保全区域・一般公共海岸の区域調査
維持管理防
災課

0 27,200 27,200 0.2 0.7 0.9 34,256

0337 投資的経費A
海岸事業費
(海岸維持補修費)
海浜地保全調査費

・海岸保全施設の補修・維持管理
維持管理防
災課

0 203,318 203,318 0.1 1.3 1.4 214,294

0339 0810 一般 河川改良費（受託工事費）
河川改修事業施工に附帯し、施工上若しくは経済的に河川工事
と一体的に施工する必要がある橋梁架換工事等の受託施工に要
する経費

維持管理防
災課

0 0 0 0.1 0.0 0.1 784

0501
0810
0812

事務 道路課総合調整等業務
道予算の編成・執行管理に関する事務、国庫補助事業等の交付申請から完了ま
での事務処理、各種検査、国費予算中央要望、議会対応、文書管理、職員の人
事・服務、各種団体への負担金支出、その他課の庶務に関すること。

道路課 0 0 0 10.1 0.0 10.1 79,184

0502
0810
0812

投資的経費A 道路改築・局部改良費
高規格道路や物流拠点等へのアクセス道路の整備、交通不能区
間等の解消、落石や地吹雪等の危険箇所解消のための防災対
策や道路施設の老朽化対策などに取り組んでいる。

道路課 23,578,900 41,940,640 18,321,960 9.1 249.9 259.0 43,971,200 ①
改善（取組分

析）

0503
0810
0812

投資的経費A 道路事業調査費
国庫補助事業の新規採択に向けた事前調査・測量、冬期の道路
現況調査・雪況調査等に取り組んでいる。

道路課 0 127,100 127,100 0.3 0.3 129,452

0504
0810
0812

投資的経費A 国直轄道路事業負担金 国が実施する直轄道路事業に対する負担金。 道路課 0 19,146,000 1,919,000 0.1 0.1 19,146,784

0505 事務 高規格道路に関する総合調整事務
高規格道路等に関する総合調整のほか、国や関係機関との調整
に関する事務。

道路課 0 0 0 2.5 0.0 2.5 19,600

0506 投資的経費A 道路交通安全施設費
安全な道路交通の確保のため、交差点改良や歩行空間のバリア
フリー化、歩道・自転車歩行車道の整備等に取り組んでいる。

道路課 3,248,120 9,040,700 5,470,700 5.4 68.2 73.6 9,617,724
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0507 一般 道路負担工事費
道路事業施工にあたり、水道管理者等から負担金を徴して道路
事業と一体で行う工事

道路課 0 214,200 0 0.0 0.0 0.0 214,200

0508 投資的経費A 道路計画調査費
効率的な地域幹線道路網整備計画を策定するために必要な高
規格道路の調査を実施する。

道路課 0 3,000 2,000 0.2 2.5 2.7 24,168

0509 投資的経費A 市町村道事業に係る総合調整事務
市町村道事業に関する市町村との総合調整及び予算等のほか、国や総合振興
局、振興局との調整に関する事務を実施している。 道路課 0 6,000 0 6.3 12.2 18.5 151,040

0601
0803
0805
0810

事務 河川砂防課総合調整等業務

・課の庶務に関すること、国庫補助事業等の交付申請から完了までの事務処理、
各種検査、議会対応、文書管理、国費予算中央要望、職員の人事・服務、事務費
等の予算執行・経理事務、各種団体への負担金支出、所管事業の道民への広報・
広聴活動、管理・監督事務

河川砂防課 0 0 0 6.0 10.0 16.0 125,440

0602
0803
0805
0810

事務 庁内外調整事務

・水源地域対策特別措置法に基づく水源地域関連の地域振興及び水没関係者の
生活再建対策に関すること、特定多目的ダム法に基づく知事意見に関することの
国等との調整事務、土地の収用のための事業認定及び裁決手続きに関する調整
業務

河川砂防課 0 0 0 1.0 0.0 1.0 7,840

0603
0803
0805
0810

投資的経費A 国直轄河川事業負担金
・国直轄で実施する河川、ダム事業に対し、その経費の一部を法律で定めるところ
により負担 河川砂防課 0 9,205,000 593,000 0.1 0.0 0.1 9,205,784 ②

改善（取組分
析）

0604
0803
0805
0810

投資的経費A 河川改修費 ・安全で快適な国土の形成と自然豊かな水辺空間の創出を図る 河川砂防課 16,283,411 24,549,365 963,826 10.5 144.0 154.5 25,760,645

0605
0803
0805
0810

一般 河川改良費（受託工事費）
・河川改修事業施工に附帯し、施工上若しくは経済的に河川工事
と一体的に施工する必要がある橋梁架換工事等の受託施工に要
する経費

河川砂防課 141,036 801,144 0 0.1 2.1 2.2 818,392

0606
0803
0805
0810

投資的経費A 都市基盤河川改修費
・市町村長が行う安全で快適な国土の形成と自然豊かな水辺空
間の創出を図る

河川砂防課 0 0 0 0.2 0.9 1.1 8,624

0607
0803
0805
0810

投資的経費A ダム建設事業費
・治水安全度の向上及び河川環境の保全等を目的に、ダムを建
設する

河川砂防課 0 854,628 27,480 1.1 1.2 2.3 872,660

0608
0803
0805
0810

投資的経費A 河川計画調査費 ・河川整備計画の策定調査やダム計画調査を行うための費用 河川砂防課 0 109,800 109,800 0.2 1.4 1.6 122,344

0609
0803
0810

一般 補助事業事務費（指導監督事務費）
・国土交通省所管の補助金のうち、管内市町村に係る交付に関
する事務の一部を道に委任することに対する経費

河川砂防課 0 240 0 0.0 0.3 0.3 2,592

0610
0803
0810

投資的経費A
砂防事業費
（砂防事業費）（火山砂防事業費）（火山噴火緊
急減災対策事業費）（公共）

・土石流等の災害防止のための砂防設備・情報基盤や、火山地域において土石
流・火山泥流等に対する砂防設備を整備
・活発化する火山活動に備えて監視・観測機器等の警戒避難対策や緊急対策用
資材の事前準備等を実施

河川砂防課 13,020,760 5,058,300 255,455 5.7 34.1 39.8 5,370,332

0611
0803
0810

投資的経費A
砂防事業費
（砂防調査費）

・砂防関係施設の新規事業着手予定箇所に係る調査・設計、指
定地調査等の実施

河川砂防課 0 125,200 125,200 0.1 0.8 0.9 132,256

0612
0803
0810

一般
砂防海岸整備費
（水害統計調査費）

・洪水・高潮などにより、民間資産・公共土木施設・公益施設で発
生した被害状況を調査（国交省委託事務）

河川砂防課 0 120 0 0.1 0.0 0.1 904

0613
0803
0810

投資的経費A 国直轄砂防・海岸負担金 ・国が直轄で施行する砂防事業・海岸事業に対する負担金 河川砂防課 0 1,397,000 141,000 0.1 0.0 0.1 1,397,784

0614 一般 災害受託工事費
・平成30年北海道胆振東部地震に伴う厚真町における災害復旧
工事の受託施工に要する経費

河川砂防課 0 0 0 0.1 0.0 0.1 784

0615 0810 投資的経費A
砂防事業費
（地すべり対策事業費）（公共）

・地すべり被害を除却・軽減するための地すべり防止施設等の整
備

河川砂防課 367,500 243,300 13,397 0.4 3.0 3.4 269,956

0616 0810 投資的経費A
砂防事業費
（急傾斜地崩壊対策事業費）（公共）

・急傾斜地の崩壊による災害防止のための急傾斜面の安定工事
や、雪崩対策のため集落を対象とした雪崩防止施設の整備

河川砂防課 356,397 3,576,000 437,700 2.2 12.4 14.6 3,690,464

0617 投資的経費A
砂防事業費
（土砂災害対策推進事業費）

・土砂災害に対する理解を深め正しい知識の普及啓発を行い、土
砂災害警戒区域指定に向けた道民合意を形成するための経費

河川砂防課 0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,568

0618 投資的経費A
砂防事業費
（砂防事業調査費）
（急傾斜事業調査費）

・土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等を指定するため
に必要な基礎調査

河川砂防課 0 12,200 8,200 1.5 10.1 11.6 103,144
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0619
0806
0810

投資的経費A
海岸事業費
（高潮・侵食・耐震・老朽化・津波高潮
対策）（公共・特対）

・海岸の高潮対策や侵食対策等のための海岸保全施設の整備 河川砂防課 1,557,353 3,201,110 104,307 4.2 20.8 25.0 3,397,110

0620
0806
0810

投資的経費A
海岸事業費
（海岸計画調査費）

・海岸保全施設整備のための事前調査（新規採択箇所・水産生
物関連・海岸侵食状況調査等）

河川砂防課 0 29,700 29,700 0.2 0.0 0.2 31,268

0621 義務費 土木災害復旧事業費
・公共土木施設（河川・海岸・道路等）が、異常気象等により被害
を受けた場合、原形に復旧する事業

河川砂防課 2,760,100 3,790,300 10,656 5.0 0.1 5.1 3,830,284

0622 義務費 災害関連事業費
・公共土木施設の被災箇所と未災箇所をあわせた一連区間を改
良復旧する事業

河川砂防課 126,894 289,290 1,646 0.7 0.0 0.7 294,778

0623 義務費 災害調査費
・災害復旧事業の国庫負担申請・災害査定を受けるための現地
測量調査

河川砂防課 36,000 185,979 115,086 0.2 2.4 2.6 206,363

0624 事務
補助事業事務費
（指導監督事務費）

・市町村施行の土木災害復旧事業・災害関連事業に関する指導
監督事務

河川砂防課 1,646 1,648 0 0.1 9.0 9.1 72,992

0810
0805
0811
0812

一般 市町村指導監督事務費 市町村事業のとりまとめ、補助金請求、国費支出等 都市環境課 0 6,440 0 0.2 10.7 10.9 91,896

0811 0812 投資的経費A 都市計画街路事業費
都市環境の向上を図るため、都市活動に欠くことの出来ない重要
な基盤施設である都市計画道路の整備を行う

都市環境課 0 5,915,028 297,070 6.0 50.6 56.6 6,358,772

0812 0812 投資的経費A 街路事業調査費
新規要望箇所に係る費用便益分析等事前評価及び都市計画街
路事業認可申請書の添付図面の作成等

都市環境課 0 13,200 13,200 0.1 0.1 0.2 14,768

0813 0812 事務
都市計画街路事業費
(市町村事業）

市町村施行街路事業の国費要望とりまとめ及び交付申請や事業
認可申請

都市環境課 0 0 0 2.6 0.0 2.6 20,384

0814 0812 一般 街路負担工事費
街路事業の施工にあたり、電線共同溝の占用予定者から建設負
担金を徴して一体で行う工事及び現場照会後、相談、問合せの
対応、内容確認及び技術審査

都市環境課 0 1,647 0 0.1 0.1 0.2 3,215

0815 0812 一般 街路受託工事費
街路事業の施工にあたり、市町村等から一体施工一連施設であ
る市町村等施工分を北海道が受託して一体で行う工事等及び現
場照会後、相談、問合せの対応、内容確認及び技術審査

都市環境課 0 122 0 0.1 0.1 0.2 1,690

0816 0812 事務 街路現況調査事務 全道の都市計画道路についての延長等の統計調査 都市環境課 0 0 0 0.1 0.0 0.1 784

63,081,039 156,759,397 45,389,049 123.4 950.7 1,074.1計


